
第７期「北海道における林業労働力の確保の促進に関する基本計画」
策定に向けた基本方針案（たたき台）の概要

多様な人材の新規参入を促進するとともに、
働き続けたい魅力ある就業環境の整備や林業事業体の経営体質の強化を進めることで、
本道における林業労働力の安定的な確保を図ります

【近年の主な情勢】

・全国を上回るスピードで人口減少や高齢化が進む本道では、農業・水産業などの一次産業で共通して担い手の
減少が進む中、林業の従事者数は近年横ばいで推移

・先進的な林業機械の導入やICT等を活用した林業技術が進展し、省力化・生産性が向上
（先進的な林業機械保有台数 H25:725台→R5:1,080台/素材生産性 H25:7.5㎥/人日→R5:9.2㎥/人日）

・R2年開校した北森カレッジでは、即戦力となり将来中核を担う人材を輩出 （道内関連企業就職者 ～R8.3:150人）

・技能実習2号移行対象及び特定技能制度への林業追加、育成就労制度の創設など、外国人材の受入制度が整備

資料１

第６期「北海道における林業労働力の確保の促進に関する基本計画」の計画期間終了に当たり、
本道の森林・林業を取り巻く情勢の変化を踏まえ、
令和９年４月を始期とする第７期基本計画を策定します
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（１） 林業従事者は近年横ばいで推移し、高齢化の進行は抑制

（２） 新規参入者数は近年１５０～200人程度で推移し、直近では転職者が約8割を

占める一方で、林業からの離職も一定数発生

（３） 素材生産従事者は微増する一方、造林従事者は緩やかに減少

（４） 通年雇用や週休２日制の導入の増加など、雇用の安定化や労働条件の改善が進展

(5) 技能検定の新設など能力評価の仕組みは整備されてきているものの、

事業体における活用や能力に応じた処遇改善は他産業に比べ遅れている

(6) 依然、他産業と比べて３倍以上※災害発生率が高く、死亡災害も毎年発生

※R7死傷年千人率（道） 林業：13.9、全産業：3.7

（7） 外国人材の受入制度の整備が進むものの、制度が複雑で検討のハードルが高い

（8） 約５割の事業体で後継者が決まっておらず、地域における持続的な林業や

森林整備への影響が懸念

1. 林業労働力に係る本道の現状と課題

２. 第６期基本計画からの第７期の主な変更点（案）

（１） 森林づくりを担う人材の確保・育成・定着

① 多様な対象に向けた道内外への林業の魅力の発信

② 特に人手不足が進む造林分野における人材確保の取組の強化

③ 従事者の技術・技能の向上と就業環境の改善を含む魅力ある職場づくりの推進

（２） 労働安全の向上

① 労働安全教育の徹底と安全意識の向上、伐倒技術の向上の促進

（３） 林業事業体の経営体質の強化

① 事業体における外国人材を含む多様な人材の活用

② 経営人材の育成や円滑な事業承継の促進
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３-1. 第７期基本計画の主な変更点

（１） 森林づくりを担う人材の確保・育成・定着
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基本方針案（たたき台）

現状・課題 第６期計画基本方針等 第７期計画のポイント（案）

① 多様な対象に向けた道内外への林業の魅力の発信

・新規参入者数は近年150 
～200人程度で推移

・直近は転職者が約8割
・林業は認知されにくく、

幅広い世代への理解の醸
成が必要

○地方移住志向を踏まえた、
都市部からの担い手確保

○担い手地域協議会の取組
等による、若年層を主体
とした新規参入を促進

木育との連携やSNSの効果的な活用による、
多様な対象に向けた道内外への林業の魅力発信

担い手地域協議会の取組等による、地域の実情
に応じた新規就業者の確保等担い手対策の推進

② 特に人手不足が進む造林分野における人材確保の取組の強化

・造林分野は、植栽や下刈
りなど季節性が高い

・一部機械化や素材生産と
の兼業化が進むものの、
今後更なる不足が懸念

（※労働安全項目）
○造林作業の機械化

○猛暑日への対策による
快適な職場環境の形成

林業と他産業・趣味等の組み合わせや都市部の
ニーズに対応した多様な働き方を促進

強化

継続

新規
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３-2. 第７期基本計画の主な変更点

(2) 労働安全の向上

（１） 森林づくりを担う人材の確保・育成・定着

若手従事者が林業を続ける上で重要と思うこと

R5～7北海道調べ
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基本方針案（たたき台）

現状・課題 第６期計画基本方針等 第７期計画のポイント（案）

③ 従事者の技術・技能の向上と就業環境の改善を含む魅力ある職場づくりの推進

・労働条件や人間関係等を
理由に一定の離職が発生

・各種資格や技能検定等、
能力評価の仕組みは増加

・能力に応じた処遇改善は
十分に進んでいない

○能力評価制度導入や就業
条件整備等により安心し
て就業できる環境を整備

○研修制度の充実による段
階的なキャリア形成の支
援、多能工化を推進

就業条件整備や能力評価制度導入を通じた処遇
改善などにより、長期にわたり安心して就業で
きる環境を整備

北森カレッジにおいて、林業動向や企業ニーズ
等を踏まえ、教育内容の一層の充実を図る

強化

追加

現状・課題 第６期計画基本方針等 第７期計画のポイント（案）

① 労働安全教育の徹底と安全意識の向上、伐倒技術の向上の促進

・他産業と比較して依然
労働災害発生率が高い

・引き続き、事業体・従事
者・関係機関が一体と
なって取組を進める必要

○林業機械導入等による
労働安全衛生対策の充実

○伐木作業等における労働
安全衛生教育強化、技能
検定を活用した技術向上

安全装備品の普及などによる労働安全衛生対策
の充実

経験年数に応じた研修など労働安全衛生教育の
徹底及び安全意識の向上を促進、
技能検定受検促進を通じた伐木技術向上の推進

追加
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３-3. 第７期基本計画の主な変更点

(3) 林業事業体の経営体質の強化

後継者を決め

ている（候補

がいる）

40%
事業継続したいが、後継

者は決まっていない

46%

事業継続せずに、

会社を譲渡したい

1%

廃業したい

3% その他

10%

(n=220)

R7.2北海道調べ

事業の継続に対する事業体の意向事業規模別素材生産性（㎥/人日） 事業規模別労働発生件数 事業規模別日額賃金割合（素材生産）

3.89
6.08 7.9 9.89 10.89

0

2

4

6

8

10

12

R5北海道「林業労働実態調査」

31.6

14.2
2

0.2

15.0 

4.6 

1.7 
0.1 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

0

10

20

30

40

50

60

1～9人 10～29人 30～49人 50人~

(人
)

(件
)

1年あたりの災害発生件数

(R1-R5平均)

従業員1,000人あたりの年間

災害発生件数(R1-R5平均)

(30%) (4%)

(66%)

R6北海道調べ

39% 30%
44% 45% 42%

43%
46%

38% 42% 50%

18% 24% 18% 13% 7%1%

1.5万円以上 1.2~1.5万円
0.8~1.2万円 0.8万円未満

R5北海道「林業労働実態調査」

基本方針案（たたき台）

現状・課題 第６期計画基本方針等 第７期計画のポイント（案）

① 外国人材を含む多様な人材の活用

・特定技能の林業追加等、
外国人材受入制度が整備

・受入意向を保留・検討中
とする事業体が3割存在

・スポットワーク等の普及

（※その他林業労働の確保
に関する事項の項目）

○関係法令の遵守や適正な
雇用契約等による外国人
材の適正な受入れ

外国人材やスポットワークによる求人等、多様
な人材に関する情報の周知及び事業体による活
用の検討

② 経営人材の育成や円滑な事業承継の促進

・適切な事業承継や経営規
模拡大が経営及び雇用の
安定にとって重要

・後継者未定の事業体が多
く、地域における持続的
な林業や森林整備に懸念

○森林経営計画による施業
集約化やスマート林業に
よる生産性向上等を図る

○登録事業体制度等を活用
した経営力の向上

施業の集約化や経営規模拡大による安定的な事
業量の確保、スマート林業導入や専門的かつ高
度な人材を育成

持続的な林業経営に向けた、経営人材の育成や
円滑な事業承継を促進

新規

追加

新規
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<参考>北海道における林業労働力の確保の促進に関する基本計画について

１ 計画の主旨

林業労働力の育成・確保を総合的に推進する林業労働力の確保の促進に関する法律（以下「労確法」という。）の
規定に基づき、林業労働力の確保の促進に関する基本方針、事業体が行う雇用管理の改善等の目標及びこれらを
促進するための施策などを定める

２ 本計画の位置づけ

【国】労確法第３条に基づき、「林業労働力の確保の促進に関する基本方針」を策定 ［H8策定、H22・R4変更］
（内容：林業の経営及び雇用の動向、林業労働力の確保の促進の基本的な方向、

雇用管理の改善及び事業の合理化・就業の円滑化のための措置 等）

【道】労確法第４条に基づき、上記国基本方針に即して、「林業労働力の確保の促進に関する基本計画」を策定
［H8第１期策定、R4に現行第６期を策定後、国基本方針の変更に合わせてR５に変更］
［第７期は、情勢の変化を踏まえ、道森林づくり基本計画と整合を図りながら策定する］

【林業事業体】労確法第５条に基づき、「改善措置計画」を策定 →道が、基本計画に照らして認定（「認定事業主」）

（内容：改善措置の目標・内容等、必要な資金額及びその調達方法 等）

林業事業体は計画に基づき、国の「緑の雇用」事業等により、人材育成を実施

３ ＜参考＞国・道による認定事業主への主な支援

① 国の「緑の雇用」事業による新規就労者を対象とした資格取得を含む研修、研修受講生が使用する
チェーンソー・防護服等、事業体が実施するOJT研修に関する経費の助成

② 新規参入者の通年雇用に取り組む事業主に対して奨励金を支給

③ 労働環境を改善するための施設や設備等の導入、安全確保につながる器具や装備等の開発、改良に
必要な経費を助成
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<参考>今後のスケジュール
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